










津波対策-155

３．入力津波の設定（地盤沈下の有無及び防波堤の有無の考慮（1／2））

入力津波の設定にあたり，以下のケースについて津波高さの数値シミュレーション（遡上解析）を実施

・地震による砂層及び砂礫層の液状化を仮定し，地盤面沈下の可能性を考慮して，「地盤沈下あり」と「地盤沈下なし」の場合を評価

・地震による発電所の防波堤及び近隣港湾施設の防波堤の損傷の可能性を考慮して，「防波堤あり」と「防波堤なし」の場合を評価

＊防潮堤ルート変更の前後で上昇側水位に有意な違いがないことから（ルート変更前の方が最高水位はわずかに高い） ，
安全側に防潮堤ルート変更前の条件で入力津波を設定

①「地盤沈下なし」，「防波堤あり」のケース ②「地盤沈下あり」，「防波堤あり」のケース



































津波対策-172

●津波により貯留堰内，取水路内に砂が堆積する場合であっても，非常用海水ポンプの取水性は保持される。

・引き波による水位低下に対して，貯留堰の天端高さT.P.－4.9mと非常用海水ポンプの取水可能水位T.P. との間の水量を有
効貯留容量として，非常用海水ポンプの取水性を保持するために必要な水量を確保している。

・基準津波による砂の堆積の影響として，取水口前面（貯留堰内）に砂が堆積する厚さは最大で0.47m，

取水ピット内に砂が堆積する厚さは最大で0.03mと評価している。（基準津波による砂の移動・堆積のシミュレーション結果による）

→取水口前面（貯留堰内）の海底面の高さはT.P.－6.89mであり、T.P.－6.42mの高さまで砂が堆積する可能性がある。

→取水路の底面高さは最も高い箇所でT.P.－6.04mであり，T.P.－6.01mの高さまで砂が堆積する可能性がある。

・取水口前面（貯留堰内）及び取水路内に砂が堆積した場合でも，非常用海水ポンプの取水可能水位T.P. より低い位置と
なることから，有効水量に影響はなく， 非常用海水ポンプの取水性を保持するために必要な水量を確保することができる。

＊敷地に遡上する津波では，防潮堤を越えた津波により非常用海水ポンプが機能喪失することを前提としているため．貯留堰の機能は必要としない。

取水口前面，取水路とも砂が堆積したとき
の高さは，非常用海水ポンプの取水可能水
位以下の高さとなっている。

貯留堰の有効貯留容量（非常用海水ポンプ
全７台が約30分間以上運転継続可能な容
量）には影響ない。

貯留堰の有効貯留容量と砂が堆積した場合の高さの関係

７. 貯留堰の概要（砂が堆積した場合の容量への影響（1／2） ）







津波対策-175

●多量の漂流物が貯留堰内に堆積することは考え難いが，貯留堰～スクリーン間を埋め尽くすように堆積することを
仮定した場合にあっても，非常用海水ポンプの取水性を保持するために必要な水量は確保される。

・津波の流況や漂流物の挙動より，多量の漂流物が貯留堰内に堆積することは考え難い。

・「貯留堰」と「スクリーン*」の間のスペースが漂流物で埋め尽くされ，この箇所の有効貯留容量が無効になると仮定して評価する。

*スクリーンは取水ピットへの異物の侵入を防止するために設置されており，漂流物の堆積はここまでに留まると考えられる。

・評価の結果，基準津波による引き波が貯留堰の天端高さを下回る時間は約3分間であるのに対し，

非常用海水ポンプ全７台が約10分間運転することが可能な水量を確保していることを確認した。

項目 評価内容

①有効貯留容量 2,370m３

②漂流物により無効となる容量 1,603m３

③取水可能な水量（①ー②） 767m３

④非常用海水ポンプ取水流量（全7台） 4,323m３／h

⑤運転可能時間（③／④） 約10分（＞約3分）

漂流物が堆積する範囲と無効となる容量の関係

非常用海水ポンプの運転可能時間の評価

（貯留堰内側を漂流物が埋め尽くした場合を仮定）

７. 貯留堰の概要（漂流物による容量への影響（2／2） ）























津波対策-186

○敷地内（東海港）
敷地内に入港する船舶は，漂流物とならないように以下のとおり運用・管理を確実に実施していく。（当社の管理）

燃料等輸送船は，津波警報等の発表時には，緊急退避を行うこととしており，2011年東北地方太平洋沖地震を踏まえ，
輸送に先立ち，マニュアルを整備している。

当社は，当社と船会社間の連絡体制を整備するとともに，地震・津波発生時のマニュアルを整備し，緊急退避訓練を実
施し，退避行動の実効性を確認している。

退避までに最も時間を要する燃料等輸送船が荷役中（輸送物吊り上げ中）に津波が発生した場合においても，これまで
の緊急退避訓練の実績より，緊急離岸が可能となる時間は地震発生後十数分であり，基準津波の到達時間である約
37分までに緊急退避が可能である。

浚渫（しゅんせつ）船，貨物船等については，入港前に，緊急退避，係留避泊（けいりゅうひはく）又は陸上避難の手順及
び体制が整備され，津波が到達するまでに，当社がいずれかの措置について，実効性がある措置であることを確認した
うえで入港させるため，漂流物とはならない。

○敷地外（茨城港日立港区，茨城港常陸那珂港区）

敷地外の港湾に入港する船舶は，安全性及び防災の観点から漂流物とならないような措置をする運用（他事業者の管理）
となっているが，万が一，漂流した場合についても評価し，発電所への影響がないことを確認している。

 茨城港日立港区及び茨城港常陸那珂港区に入港している大型船舶は，緊急退避又は係留避泊（けいりゅうひはく）の
措置を行うとされていることから，漂流物にはならないと評価できる。

 万が一，大型船舶が津波により漂流することを想定した場合にあっても，津波の流況（流向）から，停泊地近傍で漂流
するか港湾近傍の陸域に座礁するため，発電所には到達しないと評価できる。

 茨城港日立港区への入港・出港の際に発電所東側海域を通過するが，比較的大型の船舶は適切な操船により津波を
乗り越えることが可能であり，漂流物とはならない。万が一，津波により漂流することを想定した場合にあっても，津波の
流況（流向）から，航行している場所の近傍で漂流するため，発電所には到達しないと評価できる。

 船舶は荒天時は，安全性及び災害防止の観点から，係留避泊（けいりゅうひはく）・安全な海域に避難する等の措置を
講じることから，漂流しない。万が一，係留避泊（けいりゅうひはく）又は海域に避難し停泊している時に，大型船舶が津
波により漂流することを想定した場合にあっても，津波の流況（流向）から，停泊地近傍で漂流するか港湾近傍の陸域
に座礁するため，発電所には到達しないと評価できる。

９．漂流物の評価（大型船舶に対する評価のまとめ）







津波対策-189
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基準津波

敷地に遡上する津波

T.P.＋17.1m(37分30秒)

防潮堤前面における時間の推移による津波の高さの変化

●基準津波と敷地に遡上する津波の時間の推移による津波の高さの変化を比較した。

・防潮堤前面における津波高さで時間の推移による変化を比較した。

・基準津波，敷地に遡上する津波とも，37分前後に最大の高さとなる津波が襲来し，時間の経過とともに収まっている。

・基準津波，敷地に遡上する津波とも，時間の推移による津波高さの変化は同じ傾向となっている。
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９．漂流物の評価
（基準津波と敷地に遡上する津波の比較（時間の推移による津波高さ） ）







津波対策-192
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基準津波

北方から襲来する津波

T.P.＋17.1m(37分30秒)

T.P.＋8.8m(41分42秒)

防潮堤前面における時間の推移による津波の高さの変化

●基準津波と北方から襲来する津波の時間の推移による津波の高さの変化を比較した。

・発電所よりも北方から襲来する津波として，2011年東北地方太平洋沖地震型の津波を想定し，防潮堤前面における津波
高さについて時間の推移による変化を比較した。

・基準津波が約37分，北方から襲来する津波が約42分に最大の高さとなる津波が襲来し，時間の経過とともに収まっている。

・最大高さは，基準津波がT.P.＋17.1mに対して，北方から襲来する津波はT.P.＋8.8mと低くなっている。

・基準津波，北方から襲来する津波とも，時間の推移による津波高さの変化は同じ傾向となっている。

９．漂流物の評価
（基準津波と北方から襲来する津波の比較（時間の推移による津波高さ） ）





























津波対策-206

評価点の初期配置については，発電所への影響の可能性
を考慮し，周辺海域に以下のとおり設定する。

① 茨城港日立港区に入港・出港する大型船（貨物船等）を
考慮し，設定した。

② 茨城港日立港区へ入港・出港する際に，大型船が発電所
東側を航行する経路を考慮し，設定した。

③ 茨城港日立港区にはＬＮＧ基地があるため，大型タンク等
の設備を考慮し，設定した。

④ 茨城港日立港区にはＬＮＧ基地があるため，ＬＮＧ基地に

隣接して大型船（ＬＮＧタンカー）が停泊することを考慮し，
設定した。

⑤ 漁船が発電所東側の近傍で操業する可能性を考慮し，
設定した。

⑥ 茨城港常陸那珂港区の岸壁には火力発電所があるため，
大型の発電設備を考慮し，設定した。

⑦ 茨城港常陸那珂港へ入港・停泊する大型船（石炭運搬船，
貨物船等）を考慮し，設定した。

⑧ 発電所南側には，研究施設があるため，万が一，漂流物
が生じた場合を仮定し，設定した。

⑨ ⑧と同じ。

９．漂流物の評価 ＜別紙8＞漂流物の軌跡解析における評価点の初期配置の考え方

初期配置の考え方

東海第⼆
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【漂流物の軌跡解析の評価点の初期配置】



津波対策-207

●建物のガレキ等が取水口に到達した場合でも，取水口を完全に閉塞させることはなく，冷却用海水
系の取水性は確保される。

・津波の流況から，多量の漂流物が取水口前面に到達することは考え難いため，冷却用海水系の取水性への影響はない
と評価できる。

・建物等については，地震・津波により損傷してガレキ化することによって漂流物となることから，取水口前面に到達した場
合でも，隙間なく整列し取水口に密着することは考え難く，取水口を完全に閉塞させることはないため，冷却用海水系の取
水性への影響はないと評価できる。

・保守的に，取水口近傍の建屋（メンテナンスセンター）の壁一面分の外装板が取水口に貼りつくような状況を想定した場合
でも，取水口を完全に閉塞させることはないため，冷却用海水系の取水性への影響はないと評価できる。

９．漂流物の評価 ＜別紙9＞漂流物に対する冷却用海水系の取水性の評価

建屋（メンテナンスセンター）の壁一面分
の外装板がそのままの形状を保って取
水口に到達した場合であっても，左図に
示すように，取水口を閉塞させるような形
状・大きさとはなっていないため，冷却用
海水系の取水性は確保できる。




